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 （処理方針） 
第１ 国立大学法人和歌山大学会計規則（以下「会計規則」という。）第３２条第３項に基づ

く、国立大学法人和歌山大学（以下「本学」という。）における固定資産の減損に係る会計

処理については、固定資産の減損に係る国立大学法人会計基準（以下「減損会計基準」と

いう。）によるほか、この要綱の定めるところによる。 
 （対象資産） 
第２ 会計規則第３２条第２項に規定する減損対象資産は、国立大学法人和歌山大学予算・

決算事務取扱規程第２条第１項に規定する有形固定資産及び無形固定資産のうち、次に掲

げる資産以外の資産とする。 
（１） 次に掲げるもの全てに該当する資産 

ア 「機械装置」、「工具器具備品」、「船舶」、「車両運搬具」、「その他の有形固定資産」

又は「無形固定資産」（償却資産に限る。）であること。 
イ 取得価格が５，０００万円未満であること。 
ウ 耐用年数が１０年未満であること。 

（２） 前号に該当するものを除く備忘価格の固定資産 
（３） 第１号イに該当し、第１号ウに該当しない「工具器具備品」のうち、以下に掲げる

もの。 
ア 執務用什器類 
イ 講義用什器類 
ウ 金庫類 
エ スポーツ機器・器具類 

（４） 「構築物」のうち、次に掲げるもの 
ア 緑化施設 
イ 囲障 

（５） 教育研究用図書 
（６） 収蔵品や美術品。ただし、他のものによる代替可能性があり、教育研究上の利用価

値に変化がないものに限る。 
 （減損の兆候） 
第３ 財産管理担当役は、固定資産に減損が生じている可能性を示す事象（以下「減損の兆

候」という。）がある場合には、当該資産について減損を認識するかどうかの判定を行わな

ければならない。 
２ 減損の兆候とは、次に掲げる事象をいう。 
（１） 固定資産が使用されている業務の実績が、中期計画等の想定に照らし、著しく低

下（取得時の想定と比して５０％以上）しているか、あるいは低下する見込であるこ

と。 
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（２） 固定資産が使用されている範囲又は方法について、当該資産の使用可能性を著し

く低下（取得時の想定と比して５０％以上）させる変化が生じたか、あるいは生ずる

見込であること。 
（３） 固定資産が使用されている業務に関連して、業務運営の環境が著しく悪化（取得

時の想定と比して５０％以上）したか、あるいは悪化する見込であること。 
（４） 固定資産の市場価格が著しく下落（帳簿価格からの下落割合が５０％以上）した

こと。 
（５） 本学が固定資産の全部又は一部につき、使用しないという決定を行ったこと。 

３ 各財産管理担当役の補助者は、減損の兆候の有無について、当該固定資産管理区分につ

いて、土地、建物、構築物については１棟単位ごとに、その他の有形固定資産及び無形固

定資産については、１台もしくは一式単位ごとに、その使用状況等を常に把握しておかな

ければならない。ただし、複数の固定資産が一体となってそのサービスを提供するものと

認められる場合には、減損の兆候の有無については、これらの資産を一体として判定する

ものとする。 
４ 各財産管理担当役の補助者は、毎年１２月１日に減損の兆候について調査し、その調査

結果について財産管理担当役に報告しなければならない。ただし、調査日以降において、

第３第２項第５号に該当する事象があるときは、その都度、財産管理担当役に報告するも

のとする。 
第４ 財産管理担当役は、財産管理担当役の補助者からの報告により、減損の兆候があると

判断されたものについて、次に掲げる場合に該当するときは、減損を認識しなければなら

ない。 
（１） 第３第２項第１号から第３号までに該当する場合であって、当該資産の全部又は

一部の使用が想定されていないとき。 
（２） 第３第２項第４号に該当する場合であって、当該資産の市場価格の回復の見込が

あると認められないとき。 
（３） 第３第２項第５号に該当する場合であって、使用しないという決定が当該決定を

行った日の属する事業年度内における一定の日以降使用しないという決定であると

き。 
２ 財産管理担当役は、第３第４項の各財産管理担当役の補助者からの「減損の兆候」の内

容及びこれらに対する「減損の認識」の判定結果について、直近の財務・施設委員会に付

議し、役員会の議決を経なければならない。 
 （減損の測定） 
第５ 財産管理担当役は、減損の認識を行った固定資産について、帳簿価額が回収可能サー

ビス価額を上回るときは、帳簿価額を回収可能サービス価額まで減額しなければならない。 
 （減損の会計処理） 
第６ 予算・決算担当役は、減損の兆候、認識、測定の結果について、減損会計基準に従い所

定の会計処理を行うものとする。 
   附 則 
 この要綱は、平成１８年１０月５日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 
   附 則（平成２２年６月２５日一部改正：法人和歌山大学規程第１０８２号） 
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 この改正取扱要綱は、平成２２年７月１日から施行する。 
附 則（令和６年１１月２６日一部改正：法人和歌山大学規程第２７８５号） 

この改正取扱要綱は、令和６年１２月１日から施行する。 
 
 


